
Ⅲ 個別の点検結果 

１ 点検結果の一覧表 

＜点検結果の一覧表の見方＞

1 制 度 名 各行政機関の評価書における「政策評価の対象とした政策の名称」を記載

2 区 分  租税特別措置等の要望の区分に応じて、以下を記載

［新  設］ 租税特別措置等の新設要望に係る事前評価

［拡  充］ 租税特別措置等の拡充要望に係る事前評価

［延  長］ 租税特別措置等の延長要望に係る事前評価

［拡・延］ 租税特別措置等の拡充及び延長要望に係る事前評価

3 点 検 結 果 点検結果に応じて、以下を記載

Ａ 一定の分析・説明はされており、今後も評価水準の維持向上を図っていくべきもの

Ｂ データが算定根拠とともに示されているが、それらを用いた分析・説明が十分ではないもの（外部要因が

勘案されていない、想定と実態がかい離しているが原因分析が不十分など）

Ｃ 定量的なデータによって分析・説明されているが、その算定根拠等が不足しているもの

Ｄ 定性的説明はされているが、定量化が不十分なもの

Ｅ 分析・説明されていないもの

－ 区分（新設等）の性質上、記載の必要がないもの
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(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

達成
目標

過去の
適用数

将来の
適用数

過去の
減収額

将来の
減収額

過去の
効果

将来の
効果

他の政
策手段

19 内閣01 地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充及び延長 拡・延 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ
39 内閣02 国家戦略特区における特別償却又は税額控除の延長 延長 Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｄ Ａ
53 内閣03 国家戦略特区における所得控除制度の延長 延長 Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ
61 内閣04 国際戦略総合特区における特別償却又は税額控除の特例措置の延長 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｄ Ａ
73 内閣05 地域経済活性化支援機構に係る資本割の特例措置の延長 延長 Ｄ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ

81 金融01 第三者保有の暗号資産の期末時価評価課税に係る見直し 新設 Ｄ ― Ｄ ― Ｅ ― Ｅ Ａ
85 金融02 協定銀行等に係る法人事業税（資本割）の特例措置の延長 延長 Ｄ Ａ Ｄ Ａ Ｅ Ｄ Ｄ Ａ

93 総務01 過疎地域における事業用設備等に係る割増償却の延長 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

105 厚労01 改正感染症法の流行初期医療確保措置による収入の非課税措置の創設等 新設 Ｃ ― Ｃ ― Ｅ ― Ｃ Ａ
109 厚労02 消費生活協同組合に係る員外利用の拡充に伴う税制上の所要の措置 拡充 Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ａ
113 厚労03 社会保険診療報酬に係る事業税非課税措置の存続 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
127 厚労04 医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る事業税の軽減措置の存続 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

149 農水01 輸出事業用資産の割増償却 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ
155 農水02  環境負荷低減事業活動用資産等の特別償却 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ
163 農水03 経済実態を考慮した国際租税に係る所要の措置 新設 Ｄ ― Ｅ ― Ｅ ― Ｄ Ａ

169 経産01 特定事業活動として特別新事業開拓事業者の株式の取得をした場合の課税の特例の延長 延長 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｅ Ａ
175 経産02 大企業向け賃上げ促進税制 拡・延 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｅ Ｄ Ｂ
181 経産03 ＧＸ分野等の成長分野における戦略物資を生産・販売した場合の税額控除新設の検討（戦略物資生産基盤税制） 新設 Ｅ ― Ｅ ― Ｅ ― Ｅ Ａ
185 経産04 海外投資等損失準備金 延長 Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｅ Ａ
193 経産05 中小企業向け賃上げ促進税制の拡充及び延長 拡・延 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｄ Ｂ
199 経産06 環境への負荷軽減及び産業競争力の強化に資する税制措置の拡充の検討（カーボンニュートラルに向けた投資促進税制） 拡・延 Ｄ Ｃ Ｅ Ｃ Ｅ Ｅ Ｅ Ａ
203 経産07 国内で開発された知的財産から生じる所得に対する優遇税率を適用する制度（イノベーションボックス税制）の創設 新設 Ｄ ― Ｅ ― Ｅ ― Ｅ Ｅ
207 経産08 技術研究組合の所得の計算の特例 延長 Ｄ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ
213 経産09 中小企業事業再編投資損失準備金の拡充及び延長 拡・延 Ｅ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｅ Ｅ Ｂ
219 経産10 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長 延長 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ

金融庁

総務省

厚生労働省

内閣府

頁 番号 制度名 区分

点検結果

農林水産省

経済産業省
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頁 番号 制度名 区分

点検結果

225 経産11 電気供給業における発電側課金相当分を控除する収入割の特例措置の創設 新設 Ｄ ― Ａ ― Ａ ― Ｅ Ａ
229 経産12 電力広域的運営推進機関が徴収する拠出金を控除する収入割の特例措置の創設 新設 Ｂ ― Ｃ ― Ａ ― Ｅ Ａ
235 経産13 （一社）日本卸電力取引所における同一法人内の自己約定取引に対する法人事業税に係る特例措置の恒久化 拡充 Ａ Ｅ Ｅ Ａ Ａ Ｄ Ｄ Ａ
241 経産14 電気事業者の分社化に伴い外部化したグループ会社間取引を控除する収入割の特例措置の延長 延長 Ｄ Ｃ Ｅ Ｃ Ｃ Ｅ Ｅ Ａ

249 国交01 物流効率化のための計画に基づき取得した倉庫用建物等の事業用資産に係る所要の措置 ― Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ
259 国交02 まちづくりＧＸの推進に向けた都市緑地保全の更なる推進のための特例措置の創設 新設 Ａ ― Ａ ― Ａ ― Ｄ Ａ
263 国交03 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の1,500万円の特別控除の延長 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ
269 国交04 東京湾横断道路株式会社に係る外形標準課税（資本割）の課税標準の特例措置の延長 延長 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ
273 国交05 ＪＲ北海道及びＪＲ四国の資本割に係る課税標準の特例措置の延長 延長 Ｄ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ
279 国交06 一体化法に規定する特定鉄道事業者の資本割に係る課税標準の特例措置の延長 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ
285 国交07 新関西国際空港株式会社、関西国際空港土地保有株式会社及び中部国際空港株式会社に係る資本割の課税標準の特例措置の延長 延長 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｄ Ａ

国土交通省
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